58　労災上積み補償に関する規定
労災上積み補償規程

第１条（目　的）

１．この規程は、従業員が業務上の事由により負傷、疾病、障害、死亡災害を被った際に、労働基準法及び労働者災害補償保険（以下「労基法」及び「労災法」という。）に基づく補償又は保険給付のほかに、会社が行う労災上積み補償（以下「法定外補償」という。）について定めたものである。

第２条（適用の範囲）

１．この規程は、パートタイマーを含むすべての従業員に適用する。

第３条（補償の内容）

１．この規程により行う補償は次のとおりとする。

(1)　障害補償

業務上の負傷、疾病が治ゆした後、身体に障害があるときは、その障害の程度に応じて下表に定める額を支給する。障害等級は労災保険法に従い、障害等級が２以上ある場合、又は障害の程度を加重した場合は、労災保険法の規定を準用し障害等級を決定する。

	区　分
	フルタイム従業員
	パートタイム従業員

	障害等級１級
	15,000,000円
	7,500,000円

	〃　２級
	13,000,000円
	6,500,000円

	〃　３級
	10,000,000円
	5,000,000円

	〃　４級
	5,000,000円
	2,500,000円

	〃　５級
	4,000,000円
	2,000,000円

	〃　６級
	3,000,000円
	1,500,000円

	〃　７級
	2,500,000円
	1,250,000円

	〃　８級
	1,300,000円
	650,000円

	〃　９級
	900,000円
	450,000円

	〃　10級
	750,000円
	375,000円

	〃　11級
	450,000円
	275,000円

	〃　12級
	300,000円
	150,000円

	〃　13級
	200,000円
	100,000円

	〃　14級
	100,000円
	50,000円


(2)　遺族補償

業務上死亡した場合は、遺族に対し下表の額を支給する。ただし、障害補償受給後再発のため死亡した場合は、遺族補償額からすでに給付を行った障害補償額を控除した差額を支給する。

	
	フルタイム従業員
	パートタイム従業員

	遺族補償
	15,000,000円
	7,500,000円


第４条（業務災害・通勤災害の認定）

１．この規程の適用における業務災害、通勤災害あるいは後遺障害等級の認定等については、労災保険法を所轄する官庁の認定に従うものとする。

第５条（補償を受ける者）

１．この規程による遺族補償の支払いを受ける者は、従業員の死亡当時その収入によって生計を維持していた遺族のうち労災保険法に定める順位に従って、上位の者に対してのみ会社が決定し支給することとし、いかなる場合があっても遺族に二重に支給することはない。ただし、従業員又は遺族を故意に死亡させた遺族は、遺族の範囲から除外する。

２．障害補償については被害を受けた者に支給する。

第６条（補償制限）
１．次の各号に該当する場合は、この規程による補償を行わない。

(1)　従業員が故意に負傷、疾病、障害若しくは死亡又はその直後の原因となった事故を生じさせた場合

(2)　傷病を受けた者が正当な理由なく療養に関する指示に従わず、負傷、疾病又は障害を増進させ、若しくは回復を妨げた場合

(3)　地震、津波などの天災事変又は風土病による障害等

(4)　戦争、暴動、テロその他これに類似する事変による障害等

(5)　従業員の犯罪行為又は重大な過失によって生じた当該従業員の障害等

(6)　従業員が車両の泥酔運転又は無免許運転をした間に生じた当該従業員の障害等

第７条（第三者の行為による事故）

１．会社は、補償の原因である事故が第三者の行為によって生じた場合に、この規程による補償を行ったときには、その価額の限度で補償を受けた者が第三者に対して有する損害賠償の請求権を譲り受けるものとし、従業員又はその相続人は全面的に協力しなければならない。

２．前項の場合において、補償を受けるべき者が当該第三者より同一事由につき損害賠償を受けたときは、会社はその価額の限度で補償を行わない。

３．特別の事情があり前２項の規定を適用することが適当でないと認められる場合には、この限りでない。

第８条（民事賠償との関係）

１．会社に民事上の損害賠償責任が存在する場合で、会社がこの規定による補償を行った場合においては、会社はその支払った価額の限度において、損害賠償責任を免れる。

２．前項の場合において、会社が民事上の損害賠償の支払いをしたときは、会社はその支払った価額の限度において、この規程による補償を行わない。

第９条（原　資）

１．この規程による給付額の原資は、会社の負担で付保する従業員を被保険者とする○○○○保険によるものとし、保険金の受取人は会社とする。

附　則

１．この規程は総務部が主管する。

２．この規程は平成○年○月○日より施行する。

３．この規程は第９条の○○○○保険が終了したときは、その時点をもって廃止する。

※第３条の補償額はサンプル数値である。
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